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　第 1 章　独占禁止法の目的・体系

14頁最後の行
　「れた。改正の詳細は……」→「れた。2019（令和元）年の改正では，課
徴金減免制度について，事業者が事件の解明に資する資料の提出等をした場
合に，公取委が課徴金の額を減額する仕組み（調査協力減算制度）の導入，課
徴金の算定方法の見直し（算定基礎の追加，算定期間の延長等），罰則規定の見
直しが行われた（公布の日（令和元年6月19日）から起算して1年6月を超えない

範囲内で政令で定める日（ただし，一部の規定を除く））。改正の詳細は……」

18頁真ん中（【2013（平成25）年独禁法改正】の後）にコラムを追加

金井貴嗣＝川濵昇＝泉水文雄　編著

『独占禁止法［第 6版］補遺』（2021 年 2 月）

【2019（令和元）年独禁法改正】

　2019（令和元）年の独占禁止法改正の概要は以下の通り。

⑴課徴金減免制度の改正
 ・��減免申請による課徴金の減免に加えて，新たに事業者が事件の解明に

資する資料の提出等をした場合に，公正取引委員会が課徴金の額を減
額する仕組み（調査協力減算制度）を導入するとともに，減額対象事
業者数の上限を廃止する。

⑵課徴金の算定方法の見直し
 ・��課徴金の算定基礎の追加（密接関連分野の売上額，談合金等），算定期

間の延長（調査開始時からさかのぼって 10 年前から違反行為終了時まで），

2018（平成 30）年 4 月以降の法改正，ガイドラインの改定による
大きな変更点等について，以下，その概要を示す。
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　第 2 章　基本概念

23頁13行目に以下を挿入
　公取委に設置された競争政策研究センター（CPRC）は，「人材と競争政策
に関する検討会」報告書（2018年）を公表し，フリーランス（システムエンジ

ニア，ＩＴ技術者，記者，ライター，アニメーター，デザイナー，コンサルタント

等），スポーツ選手，芸能人に対する使用者・発注者による不当な取引制限，
不公正な取引方法（自由競争減殺型，競争手段の不公正型の行為および優越的地

位の濫用）が適用されることを明らかにし，その判断基準を示した。

　第 5 章　私的独占

　152頁以下の注18）において，共同ボイコットないし共同の取引拒絶につ
いて，それを不当な取引制限として構成する場合と排除型私的独占として構
成する場合とでは， 課徴金に差異が生じる旨を解説した。令和元年改正後
も，そのような法状況に変わりはないが，それぞれの場合の課徴金の算定基
礎が変更され，また，条項（条文番号）の変更があった。すなわち，課徴金の
算定率は，引き続き，不当な取引制限及び支配型私的独占の場合には，違反
行為に係る商品または役務の売上額（不当な取引制限の場合は購入額でもよい）

の10％であり（7条の2第1項，7条の9第1項），排除型私的独占の場合は，売
上額の6％であるが（7条の9第2項），この売上額には，違反事業者から指示
等を受けた完全子会社等の売上額等も含まれる（この補遺の第11章Ⅱ1（１）

イ）（18頁）を参照）。なお，排除行為と支配行為が相俟て１つの私的独占が成
立する場合は，7条の9第2項（最初の括弧書）の規定ぶり（令和元年改正前7条

の2第4項のそれと同一内容である）からして，従来と同じく，対価等の要件が
充足される限りで，支配型私的独占の課徴金が優先するものと解される。

業種別算定率の廃止等課徴金の算定方法の見直しを行う。
⑶罰則規定の見直し
 ・��検査妨害等の罪に係る法人等に対する罰金の上限額の引上げ等を行

う。
⑷その他所要の改正を行う。
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　第 6 章　企業結合 　　　

　デジタル分野の企業結合案件への的確な対応の必要性が高まっていること
などから，2019（令和元）年12月17日に「企業結合ガイドライン」および「企
業結合手続対応方針」が改定された。以下，「企業結合ガイドライン」改定の
ポイントとして，一定の取引分野の画定，水平型企業結合の分析，垂直型企
業結合の分析，混合型企業結合の分析，データ等の評価方法を説明した後に，

「企業結合手続対応方針」改定のポイントを説明する。

　Ⅰ　一定の取引分野の画定（本書203頁以下）

　（１）　デジタルサービス等の特徴になる多面市場について，一定の取引分
野を画定する場合の考え方が示された（ガイドライン第２・１）。ガイドライ
ンは，第三者にサービスの「場」を提供し，そこに異なる複数の需要者層が
存在する多面市場を形成するプラットフォームについては，需要者層ごとに
別の市場を画定することが基本とする。ただし，プラットフォームが異なる
需要者層の取引を仲介する場合で，間接ネットワーク効果が強く働く場合に
は，それぞれの需要者層を包含した１つの市場を重畳的に画定できる場合が
あるとする。ヤフー・一休株式取得事例【平成27年度事例８】では，オンラ
イン旅行予約サービス業について，ホテル業者に対して提供されるサービス
と，ユーザー（一般消費者）に対して提供されるサービスとを分けて２つの
市場が画定されたが，より実態に即した市場分析が可能となるのであれば，
それらを包含したオンライン旅行仲介サービスにかかる市場も画定できる可
能性がある。
　（２）　SSNIP基準（本書205−206頁）は，市場支配力の弊害が価格に現
れることを念頭におく。しかし，インターネット付随サービスには無料で
提供されるものも多く，必ずしも市場支配力の弊害が価格に現れるとは限
らない。また無料である以上，SSNIP基準に基づき５ないし10％の価格引
上げを仮定することも難しい。そこで市場支配力の弊害が品質の悪化や費
用の増大に現れることを前提に市場画定を行う考え方が示された。すなわ
ち，「ある地域におけるある商品の品質等が悪化した場合」（SSNDQ: Small but 

Significant and Nontransitory Decrease in Quality），または「ある地域におい
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てある商品の提供を受けるに当たり需要者が負担する費用が上昇した場合」
（SSNIC：Small but Significant and Nontransitory Increase in Cost）に，それぞ
れ需要の代替性や供給の代替性を検討するとの考え方である。たとえば，無
料動画共有サイトを閲覧する際に現れる広告量（ユーザーにとって費用と考え

る）が５％増大することを仮定して，ユーザーにとっての代替サービスを検
討するのである。
　（３）　デジタルサービス等の商品範囲・地理的範囲の画定に当たっての考
慮事項が明記された（本書206−207頁）。まず，商品範囲については，利用
可能なサービスの種類・機能等の内容面の特徴，音質・画質・通信速度・セ
キュリティレベル等の品質，使用可能言語・使用可能端末等の利便性などが
考慮事項である。次に，地理的範囲については，需要者が同一の条件・内容・
品質等で供給者からサービスを受けることが可能な範囲や供給者からのサー
ビスが普及している範囲などが考慮事項である。

　Ⅱ　水平型企業結合の分析（本書215頁以下）

　（１）　研究開発を行っている企業による企業結合について，分析にかかる
考え方が明記された（ガイドライン第４・２ ⑴カ）。一方当事者が財・サービ
スαを販売中または研究開発中であり，他方当事者が財・サービスβを研究
開発中である場合に，企業結合によりαとβの競争が減少することによる影
響や，企業結合後のβに関する研究開発意欲の減退による影響を評価する。
ここではαとβの「競合する程度が高いと見込まれるとき」を検討しており，
単なる研究開発投資の減少や研究開発経路の減少ではない，商品市場での競
争への弊害（単独行動による競争の実質的制限）が問題となる。
　（２）　デジタルサービスの特徴（多面市場，ネットワーク効果，スイッチング

コスト等）を踏まえた競争分析のあり方が明記された（ガイドライン第４・２

⑴キ，第４・２ ⑸②）。利用者数の多いSNS（ソーシャル・ネットワーキング・サー

ビス）と，利用者の少ないSNSでは，他の条件が同じである限り，前者の方
が魅力的であろう。直接ネットワーク効果（利用者数が増えれば増えるほど自

分のサービスの価値が高まる効果）が機能するからである。このようなサービ
スについて，企業結合によりユーザー数がクリティカルマスを超えると，一
気に独占化が進むことがある（ティッピング）。ユーザーが複数のサービスを
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同等に利用できることは（マルチ・ホーミング），そのような一人勝ちを抑制
する効果を持ちうる。
　（３）　「一定の取引分野の規模」として，複数事業者による競争を維持す
ることが困難な場合の考え方が明記された（ガイドライン第４・２ ⑼）。ふく
おかフィナンシャル・グループによる十八銀行の株式取得事例【平成30年
度事例10】で明らかにされた考え方である。ガイドラインは，「複数の事業
者が事業活動を行うと，効率的な事業者であっても採算が取れないほど一定
の取引分野の規模が十分に大きくなく，企業結合がなくても複数の事業者に
よる競争を維持することが困難な場合には，当該複数の事業者が企業結合に
よって1社となったとしても，当該企業結合により一定の取引分野における
競争を実質的に制限することとはならないと通常考えられる。」とする。こ
れは最小最適規模の考え方から，市場の規模が小さく複数の事業者の生存を
可能としない場合には，たとえ企業結合により独占となったとしても，何れ
にせよ独占になる以上，企業結合と市場支配力形成との間に因果関係はない
とするものである。
　なお，このような検討は，いわゆる破綻会社・部門の評価と類似する（本

書233頁）。しかし「当事会社の経営状況」は別途考慮要素として明示されて
おり（ガイドライン第４・２ ⑻），「一定の取引分野の規模」の評価において，
経営悪化による当事会社の市場退出の蓋然性は要件ではないと考えられる。
ただし，経営状況の評価におけると同様に，当事会社による企業結合よりも
競争に与える影響が小さいものの存在が認めがたいことの検討が必要になる
であろう。
　上記のふくおかフィナンシャル・グループによる十八銀行の株式取得事例

【平成30年度事例10】では，中小企業向け貸出し（対馬等３経済圏）について，
「対馬等3経済圏は，市場規模が極めて小さく，当事会社グループは店舗等
の合理化を図ってきたにもかかわらず採算が取れていない状況にあるため，
複数の事業者による競争を維持することが困難であると認められる。また，
競争事業者に対するヒアリングによれば，競争事業者の創出のため，仮に対
馬等３経済圏の店舗が譲渡されるとしても，当該店舗の譲受けを希望しない
とのことである。」とした上で，競争を実質的に制限することとはならない
と認められるが，ほぼ独占状態となることから，その弊害が生じないよう所
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要の措置が講じられることが望ましいとされた。

　Ⅲ　垂直型企業結合の分析（本書237頁以下）

　垂直型企業結合について，競争の実質的制限の発生機序および競争の実質
的制限の判断要素が，詳細に示された（ガイドライン第５）。垂直型企業結合
についても，単独行動による競争の実質的制限，協調的行動による競争の実
質的制限という，２つの観点からの審査が必要である。今回のガイドライン
改定において詳述されることになったのは，単独行動による競争の実質的制
限についてである。垂直型企業結合について，単独行動による競争の実質的
制限がもたらされる場合は，（１）川下市場において市場の閉鎖性・排他性の
問題が生じる場合と，（２）川上市場において市場の閉鎖性・排他性の問題が
生じる場合とに分けられる。
　（１）　川下市場において市場の閉鎖性・排他性の問題が生じる場合とは，
下図にあるように，投入物閉鎖の場合（ガイドライン第５・２ ⑴ア・図２）と，
秘密情報の入手を行う場合（ガイドライン第５・２ ⑴イ・図３）に分けられる。
それぞれ説明する。

（図２）

川上市場

川下市場

川上市場の商品の取引

川下市場の商品の取引

企業結合

A社 X社

Y社

最終需要者

B社

供給拒否等

　A社とB社が企業結合の当事者である。川下市場における市場支配力の形
成・維持・強化を目的に，企業結合当事者（A社）は，川下市場における競
争者であるY社に対して，川上市場の商品（投入物）の供給を拒否するかも
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しれない。このような投入物閉鎖が行われるかは，投入物閉鎖を行う「能力」
があるか否か，投入物閉鎖を行う「インセンティブ」があるかを考慮して検
討する。たとえばY社がA社に代わりX社から投入物を購入できれば，投
入物閉鎖によってもY社の競争力が減退することはない。この場合，A社に
は投入物閉鎖（による市場閉鎖）を行う能力がない。また，仮にA社にそのよ
うな能力があったとしても，投入物閉鎖による川上市場の売り上げ減少の効
果が，川下市場の売り上げ増加の効果よりも大きく，当事会社グループ（A

社とB社）全体でみれば投入物閉鎖が合理的でない場合もある。この場合，
A社には投入物閉鎖を行うインセンティブがない。

（図３）

川上市場

川下市場

川上市場の商品の取引

川下市場の商品の取引

企業結合

X社

最終需要者

B社

秘密情報の提供

B社がA社を通じて
Y社の秘密情報を入手

A社

Y社

　A社とB社が企業結合の当事者である。B社が，A社とY社との取引を通
じて，Y社の商品の仕様や開発に関する情報，顧客に関する情報，原材料の
調達価格・数量・組成等の情報といった競争上の重要な秘密情報を入手する
可能性がある。同情報を自身（B社）に有利に利用することで，Y社の競争力
を減退させることが可能となるかもしれない。また秘密情報が入手されるこ
とを危惧して，Y社の競争行動は自ずと萎縮したものになるかもしれない。
ASML・サイマー結合事例【平成24年度事例４】では，投入物閉鎖および顧
客閉鎖のシナリオとともに，秘密情報の入手のシナリオが検討された。
　なお，これら単独行動による競争の実質的制限の問題が生じない場合で
あっても，秘密情報の入手によってB社とY社間で協調的に行動することが
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高い確度で予測できるようになり，協調的行動による競争の実質的制限のお
それが生じる場合がある（ガイドライン第５・３）。
　（２）　川上市場において市場の閉鎖性・排他性の問題が生じる場合とは，
下図にあるように，投入物閉鎖の場合（ガイドライン第５・２ ⑵ア・図４）と，
秘密情報の入手を行う場合（ガイドライン第５・２ ⑵イ・図５）に分けられる。
ともに，（１）でみた川下市場における市場の閉鎖性・排他性の問題が生じる
場合と同様の考え方による。それぞれ説明する。

（図４）

川上市場
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購入拒否等

X社

　A社とB社が企業結合の当事者である。川上市場における市場支配力の形
成・維持・強化を目的に，企業結合当事者（B社）は，川上市場における競争
者であるX社からの川上市場の商品の購入を拒否するかもしれない。このよ
うな顧客閉鎖が行われるかは，顧客閉鎖を行う「能力」があるか否か，顧客
閉鎖を行う「インセンティブ」があるか否かを考慮して検討する。たとえば
X社がB社に代わりY社に対して商品を販売できれば，顧客閉鎖によっても
X社の競争力が減退することはない。この場合，B社には顧客閉鎖（による

市場閉鎖）を行う能力がない。また，仮にB社にそのような能力があったと
しても，顧客閉鎖による川下市場の売り上げ減少の効果が，川上市場の売り
上げ増加の効果よりも大きく，当事会社グループ（A社とB社）全体でみれば
投入物閉鎖が合理的でない場合もある。この場合，B社には顧客閉鎖を行う
インセンティブがない。他方，たとえば，A社の生産設備にかかる供給余力
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が大きく，B社がX社にかえてA社からの購入に替えることで，A社の製造
設備の稼働率が改善することで，当事会社グループ（A社とB社）全体でみれ
ば顧客閉鎖が合理的な場合などには，顧客閉鎖のインセンティブが認められ
よう。

（図５）

川上市場

川下市場

川上市場の商品の取引

川下市場の商品の取引

企業結合

最終需要者

B社

秘密情報の提供

A社がB 社を通じて
X社の秘密情報を入手

A社

Y社

X社

　A社とB社が企業結合の当事者である。A社が，B社とX社との取引を通
じて，X社の商品の販売価格，数量，使用等の情報といった競争上の重要な
秘密情報を入手する可能性がある。同情報を自身（A社）に有利に利用する
ことで，X社の競争力を減退させることが可能となるかもしれない。また秘
密情報が入手されることを危惧して，X社の競争行動は自ずと萎縮したもの
になるかもしれない。
　なお，これら単独行動による競争の実質的制限の問題が生じない場合で
あっても，秘密情報の入手によってA社とX社間で協調的に行動すること
が高い確度で予測できるようになり，協調的行動による競争の実質的制限の
おそれが生じる場合がある（ガイドライン第５・３）。

　Ⅳ　混合型企業結合（本書240頁以下）

　混合型企業結合について，競争の実質的制限の発生機序および競争の実質
的制限の判断要素が，詳細に示された（ガイドライン第６）。混合型企業結合
についても，単独行動による競争の実質的制限，協調的行動による競争の実
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質的制限という，２つの観点からの審査が必要である。今回のガイドライン
改定において詳述されることになったのは，単独行動による競争の実質的制
限についてである。混合型企業結合について，単独行動による競争の実質的
制限がもたらされる場合は，（１）市場の閉鎖性・排他性の問題が生じる場合
と，（２）企業結合により潜在的競争者が消滅する場合とに分けられる。
　（１）　市場の閉鎖性・排他性の問題が生じる場合とは，下図にあるように，
組み合わせ供給を行う場合（ガイドライン第６・２ ⑴ア・図６）と，秘密情報
の入手を行う場合（ガイドライン第６・２ ⑴イ・図７）に分けられる。それぞ
れ説明する。

Y社X社

（図６）
甲商品市場 乙商品市場

A社

最終需要者

B社

乙商品の取引甲商品の取引

企業結合

組合せ供給 　

　A社とB社が企業結合の当事者である。A社が甲商品を，B社が乙商品を
それぞれ販売する。A社の市場における地位が相当程度高く，甲商品と乙商
品との補完性の程度が高い場合においては，甲商品と乙商品を組み合わせて
供給することにより，B社の市場における地位が高まり，乙市場における競
争者であるY社の競争力が減退する可能性がある（混合型市場閉鎖）。このよ
うな混合型市場閉鎖が行われるかは，混合型市場閉鎖を行う「能力」がある
か，混合型市場閉鎖を行う「インセンティブ」があるかを考慮して検討する。
たとえば，乙商品の市場規模が大きく，利益率も高いようなときには，組み
合わせ供給により当事会社グループの利益が増加する可能性が高く，混合型
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市場閉鎖を行う「インセンティブ」があるといえよう。

Y社X社

（図７）
甲商品市場 乙商品市場

最終需要者

甲商品，乙商品の
取引

甲商品および乙商品
の接続，秘密情報
の交換

企業結合

A社 B社

接続性の確保および
秘密情報の交換

　A社とB社が企業結合の当事者である。A社が甲商品を，B社が乙商品を
それぞれ販売する。甲商品および乙商品について，技術的要因により相互接
続性を確保するために，それぞれの商品の供給者が競争上の重要な秘密情報
を交換する必要がある状況等において，Ａ社が，Ｂ社を通じて，Ｘ社（甲商

品市場における競争者）の競争上の重要な秘密情報を入手し，同情報を自己に
有利に利用することで，Ｘ社の競争力を減退させることが可能となるかもし
れない。
　（２）　企業結合により潜在的競争者が消滅する場合とは，B社が具体的な
参入計画を有していないとしても，A社の商品市場や地域市場への参入障壁
が低いことなどにより，B社が当該市場に参入することが可能であり，実際
に参入した際にA社の有力な競争者になることが見込まれるにもかかわら
ず，企業結合がB社の新規参入の可能性を消滅させる場合である（ガイドラ

イン第６・２ ⑵，本書241頁）。潜在的競争者との企業結合に関しては，次の
データ等の評価についても参照のこと。
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　Ⅴ　データ等の評価方法

　（１）　水平型企業結合について，HHIに基づくセーフハーバー基準（競争

を制限することは通常考えられない）に該当する場合であっても，当事会社が，
競争上重要なデータや知的財産権等の資産を有するなど，市場シェアに反映
されない競争上の優位性を有している場合には，競争への影響を慎重に評価
することが明記された（ガイドライン第４・１ ⑶（注５））。
　（２）　垂直型企業結合について，データが市場において取引され得るよう
な場合に，データの供給拒否という投入物閉鎖が問題になり得ることが明記
された（ガイドライン第５・２⑴アア）。なお，データの供給拒否の考え方は，
知的財産権等の競争上重要な投入財についても適用される。
　（３）　垂直型企業結合について，川下市場において財・サービスを豊富に
取り揃えることが，最終需要者との関係で重要である場合には，顧客閉鎖
のインセンティブが小さくなることが明記された（ガイドライン第５・２ ⑵ア

イ）。「特に，川下市場が多面市場を形成するプラットフォームの場合，川下
市場の当事会社（Ｂ社）が購入拒否等を行うと，前記Ⅲで説明したように最
終需要者にとっての同社の魅力の低下が最終需要者数の減少をもたらし，当
該最終需要者数の減少が間接ネットワーク効果を通じて他の需要者層にとっ
ての同社の魅力を低下させ，同社の利益の減少が大きくなるため，当事会社
グループが顧客閉鎖を行うインセンティブは更に弱まることとなる。」とす
る。
　（４）　混合型企業結合について，データ等の重要な投入財を有するスター
トアップ企業等を買収することによる新規参入の可能性の消滅にかかる考え
方が明記された（ガイドライン第６・２ ⑵）。すなわち，混合型企業結合によ
る潜在的競争社の消滅について，「ある市場において既に事業を行う他方当
事会社（Ａ社）が，その事業を行っていないがデータ等の重要な投入財を有
し，当該市場に参入した場合に有力な競争者となることが見込まれる一方当
事会社（Ｂ社）と混合型企業結合を行うことにより，一方当事会社（Ｂ社）の
新規参入の可能性を消滅させる場合には，そうでない場合と比較して，競争
に及ぼす影響が大きい。」とする。
　（５）　データの競争上の重要性等にかかる評価の考え方が明記された（ガ
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イドライン第６・２ ⑵）。データは，種類，量，頻度，関連性から評価される。
これは４V（variety，volume，velocity，value）と呼ばれる基準である。これ
らに基づきデータを取得および集積する者のデータ優位性を判断する。

　Ⅵ　企業結合手続対応方針の改定（本書243頁以下）

　（１）　買収に係る対価の総額が大きい企業結合計画の審査について，公正
取引委員会の考え方が明らかにされた（対応方針６⑵）。被買収会社の国内売
上高に係る金額のみが届出基準を満たさない場合であっても，買収に係る対
価の総額が大きく，かつ，国内の需要者に影響を与えると見込まれる場合に
は，当事会社に資料等の提出を求め，企業結合審査を行うとする。デジタル
分野のスタートアップ企業は，現在の売上高がそれほど大きなものでなくと
も，重要な競争者である（または重要な競争者になり得る）場合があり，その
ようなスタートアップ企業の買収について，届出不要のものであっても，慎
重に審査を行う方針を示すものである。
　（２）　届出不要の企業結合計画について，公正取引委員会への相談が望ま
れる場合が明記された（対応方針６⑵）。そのような企業結合とは，買収に係
る対価の総額が400億円を超えると見込まれ，かつ，次の①ないし③のいず
れかを満たすなど国内の需要者に影響を与えると見込まれる場合である。①
被買収会社の事業拠点や研究開発拠点等が国内に所在する場合，②被買収
会社が国内の需要者に営業活動（日本語ウェブサイトの開設，日本語パンフ
レット等の利用等）を行っている場合，③被買収会社の国内売上高合計額が
１億円を超える場合。
　（３）　企業結合審査において参考とする資料の例として，当事会社の内部
文書（ホットドキュメント）が明記された。当事会社の認識を確認するために，
審査上必要な範囲において，当事会社の内部文書（取締役会等の各種会議で使

用された資料や議事録等，企業結合の効果等について検討・分析した資料，企業結

合計画に関与した役員や従業員の電子メール等）。
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　第 11 章　独占禁止法エンフォースメント

　Ⅰ　確約手続の2018（平成30）年新設（本書497頁注36））

　独禁法の手続規定中に48条の2から48条の9までに導入された確約手続
は，環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定（原協定は

日本を含む12か国で2016年2月4日に締結。米国の離脱後の現協定は11か国で

2018年3月8日に締結）に基づき，独禁法違反被疑事案について，競争当局と
事業者の間の合意により自主的に解決する制度の創設が求められたものであ
る。独禁法の改正規定は，同協定の整備法である，環太平洋パートナーシッ
プ協定の締結及び環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協
定の締結に伴う関係法律の整備に関する法律によって定められて，同協定の
発効の日（2018年12月30日）に施行された。
　確約手続の導入によって，独禁法違反被疑事案に対する公取委の処分（排

除措置命令・課徴金納付命令等）に至る審査手続（行政調査手続）や刑事処分に
至る犯則調査手続のほかに，行政調査手続にもう１つの態様が設けられたこ
とになる。違反被疑事案に対する公取委の審査開始後，確約手続に移行・実
施する手順は，次のとおりである。
①公取委から確約手続の通知（48条の2）

　�　公取委は，私的独占・不当な取引制限の禁止，不公正な取引方法の禁止
および事業者団体の禁止行為ならびに企業結合規制に違反する被疑行為が
あると思料する場合において，当該被疑行為について，公正かつ自由な競
争の促進を図る上で必要があると認めるときは１）　，当該行為（既往の違反

行為を含む）に係る事業者，事業者団体等（以下単に「事業者」という）に対
し，当該行為の概要，違反法条および排除措置計画の認定申請ができる旨
を記載した通知書を送付することができる。

　�１）　入札談合，受注調整，価格カルテル，数量カルテル等に相当する違反被疑行為，　
再犯となる違反被疑行為や刑事告発の対象となりうるような悪質かつ重大な違反被疑行
為は，確約手続の対象とはならない（確約手続に関する対応方針〔公取委・2018年9月
26日公表。以下「対応方針」という〕５）。
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②事業者からの排除措置計画の申請（48条の3第1項・2項）

　�　通知書を受けた事業者は，違反被疑行為を排除するために必要な措置を
自ら策定し，実施しようとするときは，排除措置計画を当該通知の日から
60日以内に公取委に提出して，その認定を申請することができる（公取委

から通知書の送達を受けて，違反被疑行為の存在を自認して排除措置計画を申請

するかどうかは，当該事業者の自主的判断により任意であるから，申請せずに

審査手続の継続を求める場合もありうる（対応方針6（1）））。申請書には， 排
除措置が疑いの理由となった行為を排除するために十分なものであること

（措置内容の十分性：3項1号）と 排除措置が確実に実施されると見込まれ
るものであること（措置実施の確実性：3項2号）等を示す書類を添付する必
要がある（公取委の確約手続に関する規則8条2項）。

　�　なお，公取委は，申請を受けた排除措置計画について，原則として30
日以内の提出期間を定め，ウェブサイト等を通じて，第三者からの意見を
募集することがある（対応方針7）。

③公取委による認定（48条の3第3項・6項・8項）

　�　認定申請があった排除措置計画が 措置内容の十分性と 措置実施の
確実性のいずれにも適合すると認めるときは，公取委は当該排除措置計画
の認定を行う。ただし，上記 および のいずれかに適合しないと認め
るときは，却下される。

　�　なお，認定された排除措置計画の変更は可能であり，その旨の申請と認
定が改めて必要となる。

④認定の効果（48条の4）

　�　認定された排除措置計画に係る違反被疑行為は，公取委が排除措置命
令・課徴金納付命令の対象とすることはない。

　�　なお，排除措置計画を認定した後，公取委は，その概要を公表すること
にしている。公表文には，独禁法の規定に違反することを認定したもので
はないことが付記される（対応方針11）。

　また，既往の違反被疑行為についても，排除確保措置計画の申請が可能で
ある（48条の6～48条の9）。
�　公取委は，事業者との間の意思疎通を密にすることが，迅速な確約手続に
係る法運用を可能とし，公取委と事業者の双方にとって有益であると考えて
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いるから，公取委が確約手続通知を行う前であっても，公取委から審査を受
けている事業者は，いつでも，その違反被疑行為について，確約手続の対象
となるかどうかを確認したり，確約手続に付すことを希望する旨を申し出た
りするなど，確約手続に関して公取委に相談することができる（対応方針3）。
　認定された排除措置計画が実施されず，または虚偽・不正の事実に基づい
て当該認定を受けたことが判明した場合は，公取委は当該認定を取り消さな
ければならない（48条の5）。審査手続が通常手続であり，確約手続はバイパ
スであるから，確約手続の継続に不適合となる取消し時は，事件は常に審査
手続に戻される（48条の4および48条の8の各ただし書）。審査手続に戻った場
合には，排除措置命令・課徴金納付命令を行えるのは，通常は違反行為がな
くなってから5年（2019年改正法施行後は7年）の除斥期間内であるところを，
当該取消しの日から2年間可能とされる（48条の5および48条の9の各第3項）。
�　申請の却下または認定の取消しにより，審査手続に復帰した場合，申請者
から提出された資料は返却されず，かつ，排除措置命令・課徴金納付命令を
行う上で必要となる事実の認定を行うための証拠とされることもありうる

（対応方針12（3））ので，違反認定に結び付く資料の提出は不要であるが，申
請する事業者側には一定の注意が必要となる。

≪確約手続図≫

（公正取引委員会事務総局作成）

�
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　確約手続に関する対応方針に掲げられている排除措置の典型例はおおむね
従来の排除措置命令で公取委から命じられている措置に相応するが，一例
として，取引先等に提供させた利得額や取引先等の実費損害額を返金する
ことが措置内容の十分性を満たすために有益であるとする（対応方針6（3）イ

（カ））。
�　確約手続の長所は公取委と事業者の間の意思疎通により柔軟で効果的に競
争回復措置を設計できることにあるが，短所は独禁法違反事実を確定するも
のではなく，事実認定が不透明で，先例的価値が不十分となるおそれがある
ことである。このような点に留意するならば，市場構造や取引慣行を競争促
進的にする措置を事業者によって自発的に考案することが有効となる企業結
合事件や私的独占・不公正な取引方法事件の一部に活用されることが適切と
されよう。2020年末までの2年間に確約計画の認定件数は6件あり，私的独
占・不公正な取引方法（優越的地位の濫用・拘束条件付取引）に係るものであっ
た。

　Ⅱ　課徴金制度等の2019（令和元）年改正（本書504頁注46））

　EU競争法などの制裁金が裁量型であることに比して，独禁法における法
定化された算定方式による現行の課徴金制度について，一律かつ画一的に過
ぎ，事業者が公取委の調査に協力した度合いにかかわらず一定の減算率であ
り，違反行為の実態に応じた適切な金額の課徴金を課すことができないとの
課題があった。硬直的な課徴金制度を見直し，相応の柔軟性を認めることが
適当として（公取委の独占禁止法研究会報告書（2017年4月）），公取委の調査に
協力するインセンティブを高める仕組みを導入し，事業者と公取委の協力に
よる効率的・効果的な実態解明・事件処理を行う領域を拡大するとともに，
複雑化する経済環境に応じて適切な課徴金を課せるようにするとの見直し方
針の下で，独禁法改正が行われた。改正案は2019（令和元）年6月19日に成
立し，6月26日に公布された。同改正は，下記で施行日を付記した改正点以
外は，2020（令和2）年12月25日から施行された。
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１　課徴金制度の改正

（１） 算定方法に係る算定基礎の改正点
　ア） 算定期間の延長等
　　①�課徴金賦課の対象となる算定期間（実行期間・違反行為期間）を調査開

始日の10年（現行3年）前まで遡及できる（2条の2第13項・14項，8条

の3，18条の2第1項）。
�　　②�既往の違反行為に対する措置命令・課徴金納付命令は，当該違反行為

がなくなった日から7年（除斥期間，現行5年）を経過するまでできる
（7条2項ただし書，7条の8第6項およびこれらを準用する条項）。

　イ） 算定基礎への追加等
　　①�課徴金の額の計算において次の額等を算定基礎に追加する（7条の2第

1項，7条の9第1項・2項）。
　　　a）�違反事業者から指示や情報を受けた一定のグループ企業（完全子会

社等）の売上額
　　　b）�不当な取引制限・支配型私的独占の対象商品・役務に密接に関連

する業務（下請受注等）による売上額
　　　c）�不当な取引制限・支配型私的独占の対象商品・役務を供給・購入

しないことの見返りとして受けた経済的利得（談合金等）

　　②�課徴金の額の計算において違反事業者から事実の報告または資料の提
出が行われず把握できない算定期間については，当該事業者や他の違
反事業者等から入手した資料等に基づき算定の基礎となる売上額等を
推計できる（7条の2第3項およびこれを準用する条項）。

　　③�調査開始日前に違反事業を承継した子会社等に対しても課徴金を課す
ものとする（7条の8第4項およびこれを準用する条項）。

（２） 算定方法に係る算定率の改正点
　ア） 業種別算定率の廃止
　　�　卸売業向け算定率（2％）・小売業向け算定率（3％）を廃止し，基本算

定率（10％）に一本化する（7条の2第1項 ２））　。
　�２）　算定率の数字は，不当な取引制限・支配型私的独占の場合。
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　イ） 中小企業算定率の限定
　　�　不当な取引制限を行った中小企業であっても実質的に中小企業でない

事業者（当該事業者の子会社等が中小企業でない者）には，中小企業算定率
（4%）を適用しない（7条の2第2項）。

　ウ） 早期離脱事業者への軽減算定率の廃止
　　�　不当な取引制限から早期離脱した事業者（調査開始日の1か月前までに。

ただし，実行期間が2年未満である場合に限る）には2割減とする軽減算定
率を廃止する（改正前7条の2第6項）。

　エ） 再犯事業者への割増算定率の適用範囲の限定と拡大
　　�　不当な取引制限・私的独占において，過去10年以内に課徴金納付命

令等を受けたことがある再犯事業者への割増算定率（1.5倍）の適用につ
いて，

　　①�当該納付命令等の日以後に違反行為をした者に適用を限り，それ以前
に同時並行的に行っていた別の違反行為を取り止めていた場合には適
用しない（7条の3第1項各号括弧書）。2019（令和元）年7月施行済み。

　　②�完全子会社が課徴金納付命令等を受けたことがある場合も，再犯事業
者として適用する（7条の3第1項2号）。

　　③�課徴金納付命令等を受けたことがある事業者から当該違反事業の全部
または一部を承継した違反事業者も再犯事業者として適用する（7条

の3第1項3号）。
　オ） �不当な取引制限において主導的役割の事業者への割増算定率の適用

範囲の拡大
　　①�他の事業者に対し公取委の調査に際に，算定基礎に係る資料を隠蔽・

仮装し，または虚偽の報告・資料を提出することを要求・依頼し，ま
たは唆した事業者にも割増算定率（1.5倍）を適用する（7条の3第2項3

号ハ）。
　　②�課徴金減免制度における事実の報告・資料の提出や，新設の調査協力

減算制度における協議の申し出を行わないことを要求・依頼し，また
は唆した事業者にも割増算定率（1.5倍）を適用する（7条の3第2項3号

ニ）。
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≪改正後の課徴金の算定率≫

算定率 10％
 （＋再犯
の割増算
定率5％）

6％
 （＋再犯
の割増算
定率5％）

支配型
私的独占

排除型
私的独占

不当な取引制限（注）

10％（中小企業 4％）
（＋再犯の割増算定
率5％，＋主導等の
割増算定率 5％）

不公正な取引方
法（不当な取引
拒絶・差別対価，
不当廉売，再販
売価格維持の再
犯）

3％

不公正な取引方
法（優越的地位
の濫用）

1％

（注�）事業者団体が不当な取引制限に相当する行為を行った場合の特定事業者（実行とし
ての事業活動を行った構成事業者）に対する課徴金を含む。ただし，特定事業者には
割増算定率は準用されない。下記の課徴金減免制度・調査協力減算制度は準用される。

（３��） 課徴金の延滞金の割合の引下げ（令和2年1月1日施行）（本書527頁）
　課徴金を納期限までに納付しない場合の延滞金の割合を，年14 .5％を超
えない範囲内において，政令で定める割合（年7.25％または年7.2％以下の特

例基準割合）とする（69条2項，独禁法施行令32条）。

２　課徴金減免制度の改正
（１） 減免率の改正点
　課徴金減免制度は不当な取引制限に係るものであるところ，公取委の調査
開始日前の減免申請（違反行為の報告・資料の提出）で1番目の事業者について
全額免除は，変更なく維持されるが，それ以外に次の改正点がある（表1参

照）。
　ア�）調査開始日前の減免申請で2番目の事業者の減免率20％（現行50％），

3番目～5番目の事業者の減免率10％（現行30％），6番目以下にも減免
率5％（現行は不適用）を適用する（7条の4第2項）。

　イ�）調査開始日以後の減免申請した事業者は最多3社（ただし，調査開始日

前と合わせて5番目以内である場合）まで減免率10％（現行30％），それ以
降に減免申請した事業者にも減免率5％（現行は不適用）を適用する（7条

の4第3項）。
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（２） 調査協力減算制度の新設
　上記（１）の2番目以下の事業者に適用する減免率の縮小に対応する位置
付けで，新たに公取委調査への協力度合いに応じた減算率を加える制度が設
けられた。この調査協力減算制度 3）は，協力度合いをもってのみ一方的に評
価するのではなく，減免申請事業者から公取委に協議の申出があって，双方
の協議を経て，合意に至り，実際に証拠の提出がなされて，減算率の適用と
なる。

 3 ）同制度を運用するために，公取委は，2020年9月2日に「調査協力減算制度の運用方針」
（以下「運用方針」という）を策定するとともに，「課徴金の減免に係る事実の報告及び資料
の提出に関する規則」（以下「課徴金減免規則」という）を全部改正し，改正法と同時に施行
した。

　なお，課徴金減免制度（7条の4）を利用することにより，違反被疑事実の
報告・資料の提出を行った事業者のみが調査協力減算制度の対象となるも
ので，公取委が報告等の提出を受けた旨を当該事業者に通知すること（同条

5項・課徴金減免規則13条。以下「5項通知」という）によって，事業者は調査協
力減算制度の利用も可能になったことが確認できる。同制度を利用しようと
する事業者は，5項通知を受けた日から起算して10日以内（休日を除く）に文
書で公取委に協議の申出をしなければならない（同規則14条）。
　ア）手続
　　①� �2番目以下の減免申請事業者から公取委に協議の申出があったとき，

公取委と当該減免申請事業者の間で，次の事項について協議を行う
（7条の5第1項）。

　　　 a）�報告・提出する旨の申出を行った事実・資料を合意後直ちに報告・
提出すること（1号イ）。

　　　 b）�減免申請時の事実・資料を含め，公取委の求めに応じ，事実の報
告，資料の提出，検査の承諾などを行うこと（1号ロ）。

　　　 c）�公取委の調査により判明した事実についても，その求めに応じ，
事実の報告，資料の提出，検査の承諾などを行うこと（1号ハ）。

　　　 d）�調査開始日前に減免申請を行った事業者には最大40％（上限割

合）の範囲内で合意した減算率（特定割合）を当初減免率（上記（１）

ア））に加えて適用し（2号イ），調査開始日以後に減免申請を行っ
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た事業者には最大20％（上限割合）の範囲内で合意した減算率（特

定割合）を当初減免率（上記（１）イ））に加えて適用する（2号ロ）。
　　② �協議が整えば，公取委と減免申請事業者は，上記a）～d）の全部ま

たは一部を内容とする合意をすることができる。合意には，合意時
点までに事業者が把握している事実等を評価した特定割合によるこ
ともできるが，それよりも，新たな事実・資料を把握する蓋然性が
高いと認められる場合には，当該合意後に当該事業者が新たな事実・
資料を把握したとき，公取委への報告・提出を直ちに行うことや，
公取委の求めに応じ，事実の報告，資料の提出，検査の承諾などを
行うことを含むことができ，当該事業者が合意後に把握・提出した
事実・資料の内容を評価して，上限割合と下限割合の範囲内で決定
した減算率（評価後割合）を当初減免率に加えて適用することが通例
となろう（7条の5第2項・運用方針3（2）イ）。

　　③� �合意は，公取委と協議を申し出た事業者の間で，署名または記名押
印した書面により，その内容を明らかにするものとする（7条の5第4

項）。
　　④ �公取委は，協議において，事業者に対し，事実・資料の概要につい

て説明を求めることができるが，合意が成立しなかった場合には，
説明内容を記録した文書等を証拠に用いることはできない（7条の5

第6項・7項）。
　イ）効果
　　①� �合意があるとき，公取委は，当初減免率に加えて特定割合または評

価後割合に相当する金額を減じた金額の課徴金納付命令を発するも
のとする（7条の5第3項）。

　　②� ��課徴金減免制度の適用をしない場合に，次のことを加える（7条の6）。
　　　 a）�他の事業者に対し，事実の報告，資料の提出，協議の申出等を行

うことを妨害していたこと（5号）。
　　　 b）�正当な理由なく，事実の報告，資料の提出を行った旨または合意，

協議を行った旨を第三者に明らかにしたこと（6号）。
　　　 c）合意に違反して当該合意に係る行為を行わなかったこと（7号）。
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≪不当な取引制限に対する課徴金の減免率・減算率≫
表１　改正後の減免率・減算率

申請順位

1番目
2番目
3～5番目

6番目以下（注 2）

最多 3社（注 1）

上記以下（注 2）

全額免除
20%
10%
5%
10%
5%

調査開始日

前

後

申請順位に応じた
減免率

協力度合いに応じた
減算率（注 3）

＋最大40%

＋最大20%

（注1）調査開始日前と合わせて5番目以内である場合に適用する。
（注2）申請者数に上限はなく，すべての減免申請事業者に適用される。
（注3）�2番目以後のすべての減免申請事業者は，調査協力減算制度による協議の申出がで

きる（表２・３参照）。

　
表2　事件の真相の解明に資する程度に応じた減算率

調査開始日以後 調査開始日以後 事件の真相の解明に資する程度（注）

40％ 20％ 高い（全ての要素を満たす）

20％ 10％ 中程度である（二つの要素を満たす）

10％ 5％ 低い（一つの要素を満たす）

（注）�事件の真相の解明に資する程度を評価する要素としては，違反行為の対象となった　　
商品・役務，違反行為の態様，参加者，時期，実施状況，課徴金額算定の基礎となる
事項など（運用方針別紙）について，事業者からの提出資料で具体的・詳細・網羅的
に裏付けられるかどうかをみるものとされる（運用指針4）。ただし，上記要素につい
て，公取委はその評価を画一的に行うものではなく，同一事件においても違反行為へ
の関与度合いは事業者ごとに異なることから，各減免申請事業者がそれぞれに把握
しうる限りで事実等の着実な報告・提出がされたか否かをみることとなる（運用指針
4（1））。したがって，今後の運用実績が，事業者からみて予見可能性と法運用の透明
性を有し，調査協力減算制度の円滑な利用をもたらすものになるかどうかが焦点とな
る。
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表3　改正前と改正後の減免率の比較

申請順位

1番目
2番目
3～5番目
6番目以下

最多 3社（注 1）

上記以下

全額免除

改正前

50%
30%
-
30%
-

全額免除
20％＋最大 40％＝最大 60％
10％＋最大 40％＝最大 50％
  5％＋最大 40％＝最大 45％
10％＋最大 20％＝最大 30％
5％＋最大 20％＝最大 25％

調査開始日

前

後

申請順位に応じた
減免率

申請順位に応じた
可能な最大減免率（注 2）

改正後

（注1）調査開始日前と合わせて5番目以内である場合に適用する。
（注2）課徴金減免制度の減免率と調査協力減算制度の減算率の和。

３　課徴金制度・課徴金減免制度改正後の留意点
　改正によって，課徴金の額（不当な取引制限の場合）は，原則，

課徴金の額

算定基礎 算定率 減免率・減算率

対象商品・役務
の売上高

（算定期間：
最長 10年）

一定率
（基本 10％）
＋主導的役割
割増算定率

課徴金減免制度
調査協力減算制度

の算定方式で計算されることになり，その内訳を見ると，算定基礎・算定率
は重くなり，減免率・減算率は公取委の調査への協力度合いの程度に比例し
て増減される度合いが強まることとなった。条文自体も会社法や税法並みに
詳細な規定ぶりとなったことで，違反行為に係る実体判断の費用を事業者の
協力を得て軽減する効果よりも，課徴金算定のための要件の事実認定にかか
る費用の方が公取委と事業者の双方を含めて上回るのではないかとさえ危惧
される。不当な取引制限の場合，違反被疑事業者のすべてに減免申請と公取
委との協議が可能となる改正内容も執行費用の増加をもたらしかねない。
　それゆえ，改正後の法運用により，公取委と事業者の間で協議する機会の
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増加を経て，法適用のあり方への信頼がより増すことになって，違反行為に
係る実体判断と競争を回復・促進する排除措置の設計にかかる費用を重視し
て，課徴金算定には，公取委の裁量的要素を増加させて，公取委と事業者の
いずれの負担も軽減することを考慮しながら，今後の運用経験を積み重ねる
ことが期待される。
　なお，課徴金減免制度の改正・調査協力減算制度の新設に合わせて，減
免申請の方法（本書522頁）がファクシミリから電子メール（genmen-2020@

jftc.go.jp）に変更されている（課徴金減免規則4条1項・7条2項）。

Ⅲ　弁護士・依頼者間秘匿特権への対応（本書490頁注22））

　欧米の現代の訴訟手続制度に一般的に組み込まれている，いわゆる弁護
士・依頼者間秘匿特権（attorney-client privilege）は，証拠開示請求（discovery）

の対象に例外を設けるものである。とりわけ，公的機関の強制調査を受ける
場合は，弁護士と依頼者の間で交わされた秘密の相談記録までも開示の対象
とされると，争訟遂行上，当局の調査権限に比して不均衡な不利益を被るこ
とになる。加えて，強制調査への協力・対抗の別で処分内容に有利・不利が
ありうる手続が導入されると，弁護士と依頼者の間でどのような対抗策が考
えられたのかは，さらに決定的な意味を有するようになる。同時に，課徴金
減免制度の改正・調査協力減算制度の新設により，不当な取引制限事件では
事業者のすべてがこれら制度の対象となるので，事業者が外部の弁護士に相
談しなければならない機会も増すことになる。
　このような観点から，事業者側に調査協力を求める要素がさらに多く
なった課徴金減免制度の改正や調査協力減算制度の新設を内容とする独禁法
の2019年改正法案の検討機会に，弁護士・依頼者間秘匿特権の導入が，供
述聴取時の弁護士の立合いなどとともに，議論の対象となった。その結果，
同法案の国会提出時（2019〔令和元〕年3月12日）に，公取委は「事業者と弁
護士との間で秘密に行われた通信の取扱いについて」と題する以下の内容の
方針を公表し４）　，改正法成立後の2020（令和2）7月7日，審査規則の一部を
改正するとともに，「事業者と弁護士との間で秘密に行われた通信の内容
が記録されている物件の取扱指針」（以下「判別手続指針」という）を策定した。
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　�４）　弁護士・依頼者間秘匿特権は，日本では現時点において他の法令に規定がないた
め，独禁法でも同法によらず，公取委規則で定めることとなった。供述聴取時の弁護士
の立合いも他の法令に規定がなく，この面の対応をとるには至っていない。

　�　なお，改正後の課徴金減免制度をより効果的に機能させるために，事業者側の調査協
力と防御権のバランスをとって，課徴金減免申請事業者の役員・従業員が供述聴取終了
後その場でメモを作成でき、審査官が質問にも応じる旨を独禁法審査手続に関する指針
第2・2（3）ウに追記した。

①対象となる物件
　�　課徴金減免対象被疑行為（不当な取引制限〔カルテル〕関係）に関する法的

意見について，事業者と弁護士（当該事業者から独立して法律事務を行う場合

に限る）との間で秘密に行われた通信（以下「特定通信」という）の内容を記
録した文書等の物件（審査規則23条の2第1項。電子データも同様に取り扱う

ことについては，判別手続指針第7参照）。
②物件の取扱い
　�　物件は，特定の保管場所（弁護士に対する相談の事務を取り扱う社内部署）

に外観上区別されて保管されていなければならない。公取委の審査官は，
立入検査時にその保管状況を認める場合であって，当該物件の所持者（課

徴金減免対象行為をした事業者またはその役員・従業員）から申出書で判別手
続の求めがあったときは，当該物件（以下「特定物件」という）に封を施した
上で提出を命じ，留置する（審査規則23条の2第1項）。審査官は，立入検
査後，遅滞なく，当該申出書とともに，特定物件をその封を解くことなく，
官房に置かれる判別官（審査局で審査官として当該被疑事件の調査に従事した

ことのない者）に引き継がなければならない。
③判別手続
　�　事業者は，提出を命じられた日から2週間以内に，特定物件について特

定通信ごとに概要を記載した文書を公取委に提出しなければならない（審

査規則23条の2第2項）。

　�　判別官は，特定物件が特定通信の内容を有し，その取扱いがなされてい
ること等（審査規則23条の3）を確認し，その結果を事業者に通知する（審

判規則23条の4第4項・5項）。確認が得られた特定物件は事業者に速やかに
還付し，そうでないものは審査官の管理の下に引き継ぐ。

　　なお，判別手続は，審査手続（行政調査手続）からは遮断して行われる。
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Ⅳ　刑事罰

（１）罰金額の引上げ等（令和元年7月26日施行）（本書567頁）
　2005（平成17）年改正により，検査妨害等について，両罰規定が適用され
ることになった旨を解説したが，令和元年改正により，公取委の一般的調査

（40条）についても，虚偽の報告等をした者の罰則が引き上げられるととも
に（94条の2），両罰規定が適用されることとなった（95条1項4号・2項4号）。
また，公取委の立入検査等の妨害に関する両罰規定において，法人等に対す
る罰則が引き上げられ，2億円以下の罰金刑が科されることとなった（95条1

項3号・2項3号）。
（２）犯則調査手続の整備（令和2年1月1日施行）（本書572頁）
　令和元年改正により，犯則調査手続において，委員会職員は，臨検，捜索
または差押えに加えて，「記録命令付差押え」をすることができることとされ
た（102条1項）。「記録命令付差押え」とは，電磁的記録（電子ファイル等）を
保管する者その他電磁的記録を利用する権限を有する者に命じて必要な電磁
的記録を記録媒体に記録または印刷させた上で，当該記録媒体を差し押さえ
ることをいう（102条1項括弧書き）。これに伴い，従来の臨検，捜索または
差押えに係る規定において，それらと並んで「記録命令付差押え」が追加さ
れている（102条3項・7項，104条ないし107条，108条ないし114条，114条の

3，116条）。また，差し押さえるべき物件が電子計算機（パソコン等）である
場合には，電気通信回線で接続している記録媒体から，その電磁的記録を当
該電子計算機または他の記録媒体に複写した上で，当該電子計算機または当
該他の記録媒体を差し押さえることができるとされ（102条2項・6項），差し
押さえるべき物件が電磁的記録に係る記録媒体である場合には，その差押え
に代えて，他の記録媒体に複写，印刷又は移転した上で（あるいは，それらを

させた上で），当該他の記録媒体を差し押さえることができるとされた（103

条の3）。その他，電気通信事業者に対して通信履歴の保全を求めることがで
きる旨の規定（103条の2）等が新設され，犯則調査手続における電磁的記録
の証拠収集手続が整備された。
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